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■地方創生×IT・AI活用人材育成 「企業・団体へのアンケート調査」



①企業・団体へのアンケート調査

・ターゲット３分野の事業者の本教育への理解度、学生の採用に対して、企業ニーズの
実態を把握する。外国人材の採用意向も把握する。

●IT分野、宿泊分野、外国人材採用の熊本県内の事業者対象者の抽出

●アンケート設計、団体等依頼、実施

以下団体・行政にアンケート調査依頼を実施

・九州運輸局

・熊本県旅館ホテル生活衛生同業組合

・一般社団法人 熊本県情報サービス産業協会

・熊本県 デジタル戦略推進課

・南阿蘇ITバレー協議会

その他、ターゲット業種の個別に企業や観光振興団体へ案内

・IT企業：16社

・DMO/地域団体：12社

・宿泊事業者：18社

・その他教育機関：1社

案内期間：11月～12月1日

アンケート回収数

・IT事業者：21件

・DMO/観光振興団体：19件

・宿泊事業者：13件

尚、本アンケート含め、追加分析としてR4年度実施のDX人材育成に関するアンケート
結果160件を含んだ比較分析を実施。

対象：観光コンテンツ事業者（宿泊事業者）94件、エリアマネジメント事業者
（DMO・観光振興団体）34件、観光系ITベンダー（IT企業）分野32件

また、企業ヒアリング内容（5社分）のニーズ分析を実施。

2

■地方創生×IT・AI活用人材育成 「企業・団体へのアンケート調査」



①企業・団体へのアンケート調査

●アンケート設計、団体等依頼、実施

アンケート設計は、R4年度実施のDX人材育成アンケートと比較できるように調整。

▼IT企業向けアンケート

3

■地方創生×IT・AI活用人材育成 「企業・団体へのアンケート調査」



①企業・団体へのアンケート調査

●アンケート設計、団体等依頼、実施

アンケート設計は、R4年度実施のDX人材育成アンケートと比較できるように調整。

▼IT企業向けアンケート

4

■地方創生×IT・AI活用人材育成 「企業・団体へのアンケート調査」



①企業・団体へのアンケート調査

●アンケート設計、団体等依頼、実施

アンケート設計は、R4年度実施のDX人材育成アンケートと比較できるように調整。

▼DMO/観光振興団体向けアンケート

5

■地方創生×IT・AI活用人材育成 「企業・団体へのアンケート調査」



①企業・団体へのアンケート調査

●アンケート設計、団体等依頼、実施

アンケート設計は、R4年度実施のDX人材育成アンケートと比較できるように調整。

▼DMO/観光振興団体向けアンケート

6

■地方創生×IT・AI活用人材育成 「企業・団体へのアンケート調査」



①企業・団体へのアンケート調査

●アンケート設計、団体等依頼、実施

アンケート設計は、R4年度実施のDX人材育成アンケートと比較できるように調整。

▼宿泊事業者向けアンケート

7

■地方創生×IT・AI活用人材育成 「企業・団体へのアンケート調査」



①企業・団体へのアンケート調査

●アンケート設計、団体等依頼、実施

アンケート設計は、R4年度実施のDX人材育成アンケートと比較できるように調整。

▼宿泊事業者向けアンケート

8

■地方創生×IT・AI活用人材育成 「企業・団体へのアンケート調査」



①企業・団体へのアンケート調査

●アンケート調査集計及び分析

・結果まとめ：IT業界では外部連携での教育が推進。AI活用は戦力の重要ポイントへ。
引き続き「業務遂行力」などの人間力は高く求められる。
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追加分析※R4年度調査との比較



①企業・団体へのアンケート調査

●アンケート調査集計及び分析

・結果詳細：IT企業
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①企業・団体へのアンケート調査

●アンケート調査集計及び分析

・結果まとめ：DMO/観光振興団体では、AI出現によりより具体的なツールや手段が現
実解として見えてきた。求める人材は実践できる企画・調整・分析できる人。
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追加分析※R4年度調査との比較
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●アンケート調査集計及び分析

・結果詳細： DMO/観光振興団体

19

■地方創生×IT・AI活用人材育成 「企業・団体へのアンケート調査」

【回答団体の属性】所在地（都道府県）
選択肢 回答数 構成比(%)

熊本県 9 47.40%

大分県 4 21.10%

福岡県 2 10.50%

佐賀県 2 10.50%

長崎県 1 5.30%

宮崎県 1 5.30%

合計 19 100.00%



①企業・団体へのアンケート調査
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クロス集計① 団体タイプ × Q6.AI活用の必要性
団体タイプ 非常に感じる ある程度感じる 合計

①観光庁登録DMO 8 5 13

②観光庁候補法人DMO 1 0 1

③その他観光協会等 2 2 4

④旅館・温泉組合 1 0 1

合計 11 8 19

クロス集計② 団体タイプ × Q7(2).AI・IT利活用人材の有無・必要性
団体タイプ 人材がいる 育成したい 採用したい 必要性なし 合計

①観光庁登録DMO 6 5 2 0 13

②観光庁候補法人DMO 1 0 0 0 1

③その他観光協会等 0 0 3 1 4

④旅館・温泉組合 0 1 0 0 1

合計 7 6 5 1 19

クロス集計③ Q6.AI活用の必要性 × Q12(1).研修の費用負担
AI活用の必要性 会社負担 行政主催で無料 特に実施なし 合計

非常に感じる 6 3 2 11

ある程度感じる 4 0 4 8

合計 10 3 6 19

クロス集計④ Q7(2).AI人材の有無 × Q8(1).既存従業員の育成
AI人材の有無 既に導入 今後導入したい 予定なし 合計

人材がいる 3 4 0 7

育成したい 3 3 0 6

今後採用したい 0 5 0 5

必要性は感じていない 0 0 1 1

合計 6 12 1 19



①企業・団体へのアンケート調査

●アンケート調査集計及び分析

・結果まとめ：宿泊事業者では、慢性的な人手不足をAIやデジタル化で解決しようと
動き始めている。現場目線で改善できる人が求められる。
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追加分析※R4年度調査との比較
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●アンケート調査集計及び分析

・結果詳細：宿泊事業者
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IT化（IT導入・IT活用）の現状と今後
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・結果詳細：宿泊事業者
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AI・IT利活用人材育成について
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①企業・団体へのアンケート調査

●企業ヒアリング5社のニーズ分析（追加調査）

イデアITカレッジ阿蘇にて行われた企業ヒアリング内容を本アンケート調査と並行して
ニーズ分析を行った。

以下の観点でヒアリングは実施

調査概要調査方法：対面・オンラインによるヒアリング
対象：観光・宿泊、製造、IT、小売等の地域企業 5社
対象人材：新卒（専門卒・大卒・高卒）、外国人留学生
主な論点：採用動向、求める人物像、日本語力・在留資格、即戦力度、教育連携の可能
性

総括：企業は「育てたいが余力がない」というジレンマを抱えていることが明らかと
なった。教育機関がその間を埋める存在として、実務に近い学習機会と現実的な就職導
線を設計することが、地域人材循環の鍵となる。

39

■地方創生×IT・AI活用人材育成 「企業・団体へのアンケート調査」



①企業・団体へのアンケート調査

●企業ヒアリング5社のニーズ分析（追加調査）

1. 採用市場全体の傾向
1-1. 新卒採用環境
日本人新卒は極端な売り手市場であり、中小企業では応募自体が集まらないケースが多
い
給与・休日条件を引き上げなければ、高卒・専門卒の母集団形成が困難
大企業・都市部企業への流出が顕著
1-2. 外国人材採用の現実
外国人材採用は拡大傾向だが、「日本語能力」と「在留資格」が最大の制約要因
多くの企業がN2を理想としつつ、現実的にはN3で妥協している
技人国は業務範囲制限が厳しく、特定技能の方が現場適応力は高い
2. 業種別に見る採用ニーズ
2-1. 観光・宿泊業
人手不足は慢性的で、特に現場運営・接客人材が不足
IT・マーケティング人材への期待はあるが、即戦力前提の中途採用が中心
新卒にはマルチタスク適応力と基礎的接遇力が求められる
2-2. 製造業・技能職
技能職は外国人材（特定技能）ニーズが高い
専門知識よりも、素直さ・自主性・安全意識が重視される
事務・広報・マーケティング系の間接部門人材が不足
2-3. IT・デジタル関連職
新卒より即戦力中途採用が中心
新卒に求める場合でも、基礎スキルと学習意欲が必須
外国人材はハードルが高く、試験通過率も低い
3. 企業が共通して求める人物像
日本語での実務コミュニケーション力（電話・メール・対面）
主体性・協調性・素直さ
「若くて元気」よりも「現場で育つ姿勢」
自分の言葉で考え、話せる力
4. 教育とのギャップと課題
企業は「理想像」より「採れる現実」から話を始めている
マーケティングやITの概念理解が抽象的なまま終わっている学生が多い
在留資格と学科・科目の整合性に対する理解不足
5. 教育連携における可能性
授業内課題提供、PBL型授業への参画ニーズは高い
インターンシップは「労働力化」への懸念が強く、設計が重要
課題提供型・短期実証型の連携が現実的
6. カリキュラム設計への示唆
日本語×実務コミュニケーションの体系的強化
在留資格を前提とした職種・科目設計
マーケティング・ITの“使える形”での可視化
現場理解を深めるフィールドワーク重視
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